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　東京都立産業技術研究センターでは福島
第一原子力発電所の事故にいち早く対処し
て参りました。地震の翌日３月12日より
24時間体制で観測を行っています。以下に
測定の方法及び現在までの放射能値につい
てご紹介します。

大大気気中中放放射射能能濃濃度度のの測測定定

東日本大震災に対する取組み

放射能測定について
　東京都立産業技術研究センターでは旧駒沢支
所の前身であるアイソトープ総合研究所の時代
から、36年にわたって環境放射能測定を行っ
ています。環境放射能測定は核実験や原子力発
電所の事故が生じた際、放射性物質を検知し都
民を放射能被ばくから守ることを目的としてい
ます。
　1986年に起きたチェルノブイリ原発事故で
は旧アイソトープ総合研究所において、放射性
物質を日本で初検出しました。また、1999年
のJCO臨界事故、2006年、2009年の北朝鮮
による核実験が行われた際にも、都の地域防災
計画（原子力災害対策）に基づき、24時間体
制で放射能測定を行いました。この時は異常値
が検出されないことを、都を通して都民の皆様
にお知らせし、都民生活の安全安心の確保に努
めました。
　この度の福島第一原子力発電所の事故では、
地震の翌日より24時間体制で測定を開始し、
３月15日には東京でも放射性物質が検出され
ました。
　環境中の放射能濃度は、大気中の塵を図１に
示すダストサンプラーに取付けたろ紙で捕集し、
図２に示すゲルマニウム（Ge）半導体検出器で
測定します。以下に測定の方法及び３月中にお
ける放射能濃度の値の変化についてご紹介しま
す。

放射能濃度の測定方法
　大気塵の捕集は、人の身長及び呼吸位置の高
さを考慮し、地面より約１mの高さで行ってい
ます。ろ紙に捕集した大気塵をGe半導体検出

器で測定します。
　Ge半導体検出器は、放射線（ガンマ線）が
Ge結晶を通過するときに生成する電子－正孔
を各電極に集めることにより、放射性物質の定
性・定量を行います。ガンマ線のエネルギーは
ヨウ素-131（I -131）では365keV、セシウ
ム-137（Cs-137）では662keV等、核種ごと
に固有の値を持っています。ガンマ線のエネル
ギーを解析することにより、核種が同定されま
す。Ge半導体検出器の最大の特徴は、優れた
エネルギー分解能（1.9～2.0keV）で、多くの
核種を精度良く検出できることです。

図２　Ge半導体検出器

図１　ダストサンプラー
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現在までの放射能濃度
　図３に３月中におけるI-131、Cs-137の放
射能濃度の値の変化を示します。３月12日よ
り観測を開始し、両核種とも３月14日までは
未検出でした。３月15日に初検出され、同日

の午前中に最大値を示しました。最大値は
I-131で241Bq/m3、Cs-137で60 Bq/m3でし
た。その後は、微小な値の変化があるものの、
減少傾向であることがわかります。

今後の放射能測定について
　４月より５月９日現在では放射能濃度はほぼ
検出限界以下と低い状態が続いています。しか
し環境中の放射能濃度は降水や風向き等、天候
により値が変動することがあります。今後も、
長期にわたり監視を行っていく必要があります。
　都産技研では放射能監視を継続して行い、今
後とも都民生活を含めた安全安心の確保に努め
て参ります。

図３　３月中におけるI-131、Cs-137の
放射能濃度の変化
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　東日本大震災被災地の公設試験研究機関である福島県ハイテクプラザ（以下、ハイテクプラ
ザ）へ職員を派遣し、放射線量測定試験に関する支援を行いました。
　ハイテクプラザは、避難施設対応等で人員が不足したことから、全国の鉱工業公設試験研究
機関に放射線量測定試験の支援を要請しました。都産技研は、これに応え、４月13日～27日
まで３日交代２名ずつ、計４回、８名の職員派遣を行いました。
　ハイテクプラザでは、４月に放射線量測定を１ライン体制で開始し、都産技研職員派遣の第
２陣から３ラインに体制を強化して企業支援に取り組んでいます（１ラインあたり１日７企業
の測定を受付）。
　都産技研の職員は、主に①依頼品保管状況の
確認やスクリーニングでの企業対応、②寸法測
定、写真撮影、記録等の測定補助を行いました。
持ち込まれる依頼品は、輸出や国内流通向けの
様々な工業製品で、企業からは専門的な質問も
多く、放射線への不安が高いことを実感しまし
た。延べ11日間の派遣でしたが、職員それぞ
れが、福島県職員の方たちと連携を図り、被災
地および中小企業支援を実施することができま
した。

～放射線量測定試験を支援～

測定作業打合わせ
（左が都産技研職員、試験品は見本品）

福島県ハイテクプラザへの職員派遣報告


